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お わ り に
　期限の利益の放棄による損害賠償の問題につき，これまで類型別に場面を分
けて検討するような分析は試みられなかった。検討の結果，各場面における統
一的でない対応，すみわけは，それぞれが合理性を有していることが明確にさ
れた。他方で，法理に外れるものを排斥しつつある。過大な賠償特約は排除さ
れるべきこと，合理性を有するものは存続するべきことが，貸金業者における
早期完済特約と銀行の住宅ローンにおける期限前弁済の特別の手数料を対置し
たときに明らかになった。一般の銀行借入では，期限の利益を放棄した場合，
実務上，未経過期間の利息を負担することはない。これは，当事者双方に損害
賠償不要の合意があるものと考えられる。また，本来，利息は元本利用の対価
であるべきことに基底を置くと，社債の期限前償還の場合の取り扱いと同様と
なり，これらの処理は，判例の結論とは異なることになる。民法体系書・教科
書において，このような問題につきひとこと付言するものは皆無といってよい。
　貸主の利益ないし損害とは，原則的には，未経過期間の期待利息額をいうも
のではなく営業利益の減額相当額である，と基本的に考えた。手数料を賠償額
42）
期待権の観念にとっては，侵害しえないという拘束性を絶対的のものとは解しえないとする見
解もみられる（於保不二雄・財産管理権論序説（復刻版）３22頁（有信堂，1995年））。
外貨定期預金につき外国銀行では原則として中途解約を認めていないことは，期限の利益の放
棄を検討する点では問題であろう。
41）
42）
40　（2３8）
の予定として支払うことを合意することは，これに適合するものであり，債務
者にとって必ずしも不利とはいいきれないのである。
　銀行に対しては，手数料金額の合理性と透明性を高めてその公開に努力する
こと，具体的な計算根拠を示すことを求め，また，銀行取引約定書等に期限の
利益の放棄による期限前弁済条項を設けることの検討を提案したい。
　劣後ローンについても特異の問題が存在し，それにつき私見を明らかにした。
　最後に，金銭債務以外の債務の場合，たとえば現実の引渡しを要する物品の
引渡債務についてはどうか。債権者にその保管場所がないときには，債権者に
期日前受領の義務はないと考えられるし，保管場所がある場合には反対の結論
でよいとも思われる。この引渡債務の場合や検討を省略した手形法上の債務に
ついても検討することが残された課題であろう。
43）
ヨーロッパ契約法につき，オーレ・ランドー＝ヒュー・ビール編潮見佳男ほか監訳・ヨーロッ
パ契約法原則Ⅰ・Ⅱ３３4頁以下（ 7：10３条　期限前の履行）（法律文化社，2006年）。手形法につ
き，塩崎勤編・金銭消費貸借の基礎知識下巻３３1～３３2頁［米原茂樹］（青林書院，1994年）参照。
43）
